
          

 
 

資料７ 

2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営

に関する施策の推進を図るための基本方針（平成 27年 11 月 27 日閣議決定） 

復興関係部分抜粋 

 

 

１． はじめに 

（「復興五輪」・日本全体の祭典） 

同時に、大会の開催により、世界各国からアスリート、観客が日本に集まり、海外

メディアにより広く報道され、世界の注目が日本に集まることになる。この機会を国

全体で最大限いかし、「復興五輪」として、東日本大震災からの復興の後押しとなる

よう被災地と連携した取組を進めるとともに、被災地が復興を成し遂げつつある姿

を世界に発信する。（略） 

 

２． 基本的な考え方 

政府は、以下の基本的な考え方に基づき、関連施策の立案と実行に取り組む。 

（１）国民総参加による「夢と希望を分かち合う大会」の実現 

大会の運営に万全を期すことに加え、大会を日本再興の契機とし、その効果が東日

本大震災の被災地を含む日本全体に波及し、国民全体に参加意識が醸成されるよう

努める…（略） 

 

４． 大会を通じた新しい日本の創造 

（１） 大会を通じた日本の再生 

世界の熱い注目が集まる大会の開催を通じて、復興を成し遂げつつある東日本大

震災の被災地の姿…（略）を世界にアピールし、地方創生・地域活性化、日本の技術

力の発信及び外国人旅行者の訪日促進等を通じた「強い経済」の実現につなげる。 

  

①被災地の復興・地域活性化 

東日本大震災の被災地の復興を後押しするとともに、復興を成し遂げつつある被

災地の姿を世界に向けて発信することは、この大会の大きな目的の一つである。被災

地の方々の声を十分に聴きながら、被災地を駆け抜ける聖火リレー、被災地での大会

イベントの開催や事前キャンプの実施、被災地の子どもたちの大会への招待等につ

いて取組を進めるとともに、被災地における取組を世界に伝えていくことを通じ風

評被害を払拭し、産業面を含めた着実な復興へとつなげる。 

（冒頭略）特に、大会の開催により多くの選手・観客等が来訪することを契機に、地

域の活性化等を推進するため、事前キャンプの誘致等を通じ大会参加国・地域との人

的・経済的・文化的な相互交流を図る地方公共団体を「ホストタウン」として、被災

地を含む全国各地に広げる。（略） 


